官民給与比較の見直し



「職種別民間給与実態調査」の対象産業の拡大
現行実態調査の対象外の産業
	産業名
	この産業に分類されるもの

	農業
	①ライスセンター　②人工授精業　③造園業

	林業
	①育林業　②狩猟業

	貸金業、クレジットカード業等非預金信用機関
	中小企業基盤整備機構、福祉医療機構、住宅金融支援機構、郵便貯金・簡易生命保険管理機構

＊貸金業、手形割引業、クレジットカード業、信販会社、割賦金融業、住宅専門金融業、証券金融業は調査対象

	保険業（保険媒介代理業、保険サービス業を含む）
	かんぽ生命保険

＊生命保険会社、損害保険会社、共済事業、保険媒介代理業、農業共済組合・連合会は調査対象

	専門サービス業（他に分類されないもの）
	①弁護士、弁理士、司法書士、公認会計士、税理士

②社会保険労務士

③デザイン、著述家、芸術家

④経営コンサルタント、純粋持株会社

⑤興信所、翻訳、通訳、不動産鑑定

	技術サービス業（他に分類されないもの）
	①獣医

②建設コンサルタント

③商品検査、非破壊検査

④計量証明、測定分析

⑤写真館

⑥電気保安協会

	宿泊業
	ホテル、旅館、下宿屋、リゾートクラブ、会社の寄宿舎

	飲食業
	食堂、レストラン、専門料理店、料亭、喫茶店、居酒屋、バー、キャバレー、ハンバーガー店

	持ち帰り・配達飲食サービス業
	①持ち帰りすし・弁当屋、クレープ屋

②宅配ピザ屋、デリバリー専門店、給食センター

	洗濯・理容・美容・浴場業
	①クリーニング、リネンサプライ

②理髪店、美容院

③銭湯、温泉浴場、健康ランド

④洗張、エステティックサロン、コインランドリー

	娯楽業
	①映画館、劇場、野球場

②劇団、楽団、球団、落語家

③競輪場、競馬場、競艇場

④競輪・競馬等の競技団

⑤スポーツ施設

⑥公園、遊園地、テーマパーク

⑦遊戯場

⑧ダンスホール、釣船、カラオケボックス、プレイガイド、フィットネスクラブ

	学校教育
	大学評価・学位教授機構、大学入試センター

＊小中学校、高等学校、短期大学、大学、高等専門学校、特別支援学校、幼稚園、専修学校、各種学校は調査対象

	その他の教育、学習支援業
	①公民館、図書館、博物館、美術館、動物園、植物園、水族館、社会通信教育、女性教育会館

②職業訓練施設、自動車教習所
③学習塾

	保健衛生
	①結核健康相談施設、精神保健相談施設

②食肉衛生検査所、電話機消毒業

	郵便局
	①郵便局株式会社

②郵便受託業（郵便切手・印紙売りさばき所）

	協同組合（他に分類されないもの）
	①農業・漁業・水産加工業協同組合、森林組合

②事業協同組合

	廃棄物処理業
	①一般・産業・放射の廃棄物の収集、運搬、処理

②浄化槽清掃、保守点検

	自動車整備業
	①自動車・自動二輪車、車体、電装品、タイヤの整備、修理

②自動車再生業、洗車業

	機械等修理業（別掲を除く）
	①機械・電機機械器具・建設機械の整備、修理

②表具業

③家具、時計、履物、金物、楽器、かばん、傘、眼鏡の修理、研ぎ屋

	職業紹介・労働者派遣業
	①看護師・家政婦紹介所

②労働者派遣業

	その他の事業サービス
	①速記、筆耕、複写

②ビルメンテナンス

③警備保障会社

④ディスプレイ、産業用設備洗浄業

	宗教
	神社、寺院、教会、布教所、教団事務所

	その他のサービス業
	①集会場

②と畜場

③卸売市場、家畜保健衛生所

	外国公務
	①大使館、領事館

②国際連合広報センター、在日米軍施設

	国家公務
	

	地方公務
	

	分類不能の産業
	


調査対象職種の拡大
職種分類
（１）事務関係職種の職種分類
支店（支社）長及び事務部長以下の専ら事務関係の業務に従事する者

	対象となる主な業務
	対象外の従業員

	総務、庶務、企画、調査、人事、給与、労務、厚生、株式、財務、経理、会計、障害、資材、営業、情報、広報、統計等
	○外交販売員（セールスマン）、保険外務員、販売員、レジスター及びこれに類する者

○検針員、集金人、配達に及びこれに類する者

○特殊技能を必要とする業務に専ら従事する者（事務用機器操作員、速記者、通訳、電話交換手、自動車運転手等）

○来客との応接に専ら従事する者（秘書、受付等）

○単純労務的な業務に専ら従事する者（守衛、用務員、給仕等）

○駅務関係の業務に専ら従事する者（助役、出札掛、改札掛等）

○記者、アナウンサー、コピーライター及びこれに類する者


※電話交換手、自動車運転手、守衛、用務員は「技能・労務関係職種」
（２）技術関係職種の職種分類
工場長及び技術部長以下の技術者

	技術者
	対象外の従業員

	機械、土木、建築、化学、電気、通信、電子、冶金、鉱山、船舶、飛行機、繊維、原子力、生産管理（品質管理）、応用理学、衛生工学等の分野について、学理に基づき、これを応用して企画、設計、製造、修理、建設、改修、指導、作業管理等のうちの技術的業務を行う従業員
	○サービス・エンジニア、外交販売員（セールスマン）、販売員及びこれに類する者

○学理的専門知識を要しない生産、修理、整備等の業務に専ら従事する者（職長、組長、工員等）

○機械設備等の保守・運転等に専ら従事する者（電工、起重機運転工、機械保全工等）

○専ら研究関係業務に従事する者（研究員、研究補助員等）

○専らコンピュータのデータ入力、処理業務に従事する者


※研究員、研究補助員は「研究関係職種」
※プログラマーやシステムエンジニアは一般的には技術関係職種として職務分類の対象
※技術者と工員の分類が困難な場合は工員とする

職種（役職）の定義の見直し

各職種別従業員の定義
（１）事務・技術関係職種

	職種
	定　　　　　義

	支店長・工場長
	構成員50人以上の支店・工場の長

＊相当程度本社から独立し、経理上、人事上の権限を有し、かつ、これらの管理的業務を遂行するための事務担当の部又は課を有する支店、支社又は工場の長に限る。

	事務・技術部長
	①構成員20人又は2課以上の部の長

②職責が上記に相当する部の長又はライン職ではない部長級専門職

	事務・技術部次長
	①部長に事故等があるときの職務代行者（部に1人）
②職責が上記に相当する部の次長又はライン職ではない部次長級専門職

	事務・技術課長
	①構成員10人又は2係以上の課の長
②職責が上記に相当する課の長又はライン職ではない課長級専門職

	事務・技術課長代理
	①課長に事故等のある時の職務代行者（課に1人）
②課長に直属し、直属の部下に係長又は部下4人以上を有する課長代理

③職責が①②のいずれかに相当する課長代理又はライン職ではない課長代理級専門職

	事務・技術係長
	①係長等の職名を有する者のうち、課長又は課長代理等（課がない場合は課長以上の者）に直属し、直属の部下を有する係の長
②職責が①に相当する係の長又はライン職ではない係長級専門職

	事務・技術主任
	①係制のある事業所において主任の職名を有する者
②係制のない事業所において主任の職名を有する者のうち、課長代理以上に直属し、直属の部下を有する者

③職責が上記②に相当する主任の職名を有する者

	事務・技術係員
	上司の指導、監督の下に定型的な業務を行う、いわゆる一般の事務員・技術者


※職責が「○○に相当」とは、職能資格等が同等で、給与上の等級（格付）が同じ場合をいう

※「賃金構造基本統計調査」における「係長級」の定義では、部下数要件なし
（２）技能・労務関係職種
	職種
	定　　　　　義

	電話交換手
	外国の電話交換手及び見習いは除く

	自家用乗用自動車運転手
	自家用乗用自動車の運転に専ら従事する者で、事業用（営業用）自動車はすべて除く

	守　　　衛
	監視、警備等の業務に従事する者

	用　務　員
	専ら炊事又は洗濯等に従事する者は除く


○　賃金構造基本統計調査（賃金センサス）の役職定義

	役　職
	定　　　　義
	含まれない役職

	部長級
	○事業所で通常「部長」又は「局長」と呼ばれる者で、その組織が2課以上からなり、又はその構成員が20人以上（部(局)長を含む）のものの長をいう。
○同一事業所において、部(局)長のほかに、呼称、構成員に関係なく、その職務の内容及び責任の度合いが「部長級」に相当する者がいる場合には、これらの者は「部長級」に含む。

※通常「部長代理」「課長」「係長」等と呼ばれている者は「部長級」としない。

○取締役、理事等であっても、一定の仕事に従事し、一般の職員と同じような給料を受けている者であって、かつ、部(局)長を兼ねている場合には、「部長級」に含め、部(局)長を兼ねていない場合には「部長級」としない。
	部(局)長を兼ねない取締役、部(局)長代理、同補佐、部(局)長次長

	課長級
	○事業所で通常「課長」と呼ばれている者で、その組織が2係以上からなり、又はその構成員が10人以上（課長を含む）のものの長をいう。
○同一事業所において、課長のほかに、呼称、構成員に関係なく、その職務の内容及び責任の程度が「課長級」に相当する者がいる場合には、これらの者は「課長級に含む」

※通常「課長代理」「係長」等と呼ばれている者は「課長級」としない。
	課長代理、同補佐、課次長

	係長級
	○構成員の人数に関わらず通常「係長」と呼ばれている者をいう。
○同一事業所において、係長のほかに、呼称、構成員に関係なく、その職務の内容及び責任の程度が「係長級」に相当するものがいる場合には、それらの者は「係長級」に含む。
○鉱業、採石業、砂利採取業、建設業、製造業において「係長」と呼ばれている者であって、その職務の内容及び責任の程度から、「職長級」は「係長級」としない。
	課長代理、組長、伍長

	職長級
	＊鉱業、採石業、砂利採取業、建設業、製造業の事業所のみ対象
○名称のいかんに関わらず、生産労働者の集団（大きさは問わない）の長として集団内の指揮、監督に当たる者をいう。このような幾つかの集団の長を統括的に指揮、監督する者も「職長級」に含む。

○専ら集団内の指揮、監督をする者ばかりでなく、指揮、監督の傍ら、集団内の生産労働者と同一の作業に従事する者も「職長級」に含まれる。
	

	非役職
	○役職（部長級、課長級、係長級、職長級など）者以外の者をいう。
	


※企業規模100人以上の事業所のみ、役職別を調査
	職種
	定　　　　　義

	電話交換手
	※定義なし

	自家用乗用

自動車運転手
	○自家用の乗用自動車を運転して社員及び来客を送迎する仕事に従事する者をいう。

※「乗用自動車」とは、道路運送車両法（昭和26年法律第185号）に定める普通自動車及び小型自動車のうち四輪自動車に該当する乗用自動車をいう。

○専ら、荷物の運搬を主とする自動車の運転に従事する者、軽自動車の運転に従事する者、自動車の点検、調整、修理の仕事に従事する者は除外。

（含まれる職種）自家用普通乗用自動車運転者、自家用貨客自動車運転者

（含まれない職種）自家用乗合自動車運転者、自家用貨物自動車運転者、営業用大型貨物自動車運転者、営業用普通・小型貨物自動車運転者

	守　衛
	○工場、事業所、その他の施設において、火災、事故、盗難、不法侵入、建造物破損の防止、物品の搬入、搬出の関し、その他財産の保護及び秩序維持の仕事に従事する者をいう。

○物品倉庫において、物品を保管し、これに伴う出納記録、伝票の作成等の簡単な事務を行う者も含む。

○主として、建物内外の清掃、物品の運搬等に従事し、付随的に諸設備の警備に当たる者は除外。

（含まれる職種）門衛、見張番、監視人、巡視、夜警、倉庫番

（含まれない職種）警備員、用務員

	用務員
	○事業所内外の清掃、後片付け、従業員の用足し、使い走りを行うほか、手不足の際、荷物の梱包、発送を手伝う等、事業所の系統的な本来の仕事は直接関係のない種々の雑役的な仕事に従事する者をいう。
○専ら、守衛、給仕従事者、秘書、運搬夫、受付等の一定の仕事に従事する者、掃除だけに従事する者は除外。

（含まれる職種）雑役夫

（含まれない職種）守衛、給仕従事者、秘書、運搬夫、受付、ビル清掃員


官民比較における対応関係

現行対応関係

	級
	公務のライン職の

役職段階（例）
	本府省職員
	本府省以外の職員

	
	
	民　間　企　業

	
	
	東京23区本店

企業規模

500人以上
	左を除く

	
	
	
	企業規模

500人以上
	企業規模

100人以上

500人未満
	企業規模

100人未満

	10

・

9
	本府省の課長

管区機関の長
	支 店 長

工 場 長

部  　長

部 次 長
	支 店 長

工 場 長

部  　長

部 次 長
	
	

	8
	本府省課長

管区機関部長
	課　  長
	課　  長
	支 店 長

工 場 長

部  　長

部 次 長
	

	7
	本府省室長

管区機関課長
	
	
	
	支 店 長

工 場 長

部  　長

部 次 長

	6
	本府省課長補佐

管区機関課長
	課長代理
	課長代理
	課　  長
	

	5
	本府省課長補佐

管区機関課長補佐
	
	
	
	課　  長

	4
	本府省係長

管区機関課長補佐
	係　  長
	係　  長
	課長代理
	課長代理

	3
	本府省係長

管区機関係長
	
	
	係　  長
	係　  長

	2
	主任・係員
	主　  任
	主　  任
	主　  任
	主　  任

	1
	係員
	係　  員
	係  　員
	係　  員
	係  　員


※係制を採っていない事業所において、課長代理以上に直属し、直属の部下を有する主任は、係長として対応させている。



平成18(2005)年　比較対象企業規模の見直し（100人以上→50人以上）





残余の課題：


「近年の官民における産業構造や組織形態の変化等の動きに対応していくこと」


＜具体的には…＞


「職種別民間給与実態調査」の対象となる産業の拡大、職種(役職)の定義や官民比較における対応関係の見直し等


　　　　


検討を行い、来年以降、必要な対応を行う。





2011人勧「報告」より











